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1．目的
本研究の目的は、保育所における医療的ケア児をめぐる支援実態を、東京都目黒区の公立保
育所のとりくみを事例として明らかにすることである。児童福祉法第 56条の 6第 2項の規定
































































（人）合計 公立（か所）私立（か所） 合計 公立（か所）私立（か所）
北海道 4 0 4 4 滋賀県 20 19 1 35
青森県 0 0 0 0 京都府 4 1 3 4
岩手県 1 1 0 1 大阪府 43 35 8 49
宮城県 3 3 0 5 兵庫県 8 3 5 8
秋田県 3 2 1 3 奈良県 2 2 0 2
山形県 4 1 3 4 和歌山県 4 3 1 4
福島県 0 0 0 0 鳥取県 2 2 0 2
茨城県 2 1 1 2 島根県 5 3 2 5
栃木県 3 2 1 3 岡山県 0 0 0 0
群馬県 6 3 3 6 広島県 8 6 2 8
埼玉県 9 8 1 9 山口県 0 0 0 0
千葉県 20 18 2 23 徳島県 0 0 0 0
東京都 18 6 12 21 香川県 1 1 0 1
神奈川県 11 5 6 17 愛媛県 1 1 0 1
新潟県 7 7 0 8 高知県 4 4 0 4
富山県 3 0 3 3 福岡県 1 0 1 1
石川県 4 3 1 4 佐賀県 0 0 0 0
福井県 3 1 2 3 長崎県 6 0 6 8
山梨県 0 0 0 0 熊本県 10 0 10 13
長野県 15 13 2 17 大分県 2 1 1 2
岐阜県 2 2 0 2 宮崎県 0 0 0 0
静岡県 2 1 1 2 鹿児島県 6 1 5 6
愛知県 5 5 0 5 沖縄県 3 0 3 3
































2点が、当該区の公立保育所である A 園と C 園を調査協力園として選定した理由である。な
お、A 園の事業者登録は 2017年 8月であり、C 園の事業者登録は 2015年 7月である。
（2）調査方法
調査協力園は、医療的ケア児が在籍する東京都目黒区の公立保育所、A 園と C 園である。









































































































































































「医療的ケア児を受け入れて良かった」というようなエピソードはないが「B 児や D 児を受














































































































「ALS（筋萎縮性側索硬化症）患者の在宅療養の支援について（平成 15年 7月 17日医政発 0717001
号）」と「在宅における ALS 以外の療養患者・障害者に対するたんの吸引の取扱いについて（平成
17年 3月 24日医政発第 0324006号）」、特別支援学校における医療的ケアについては、「盲・聾・
養護学校におけるたんの吸引等の取扱いについて（平成 16年 10月 20日医政発第 1020008号）、特
別養護老人ホームの医療的ケアについては、「特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱い
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